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2026.06.07 

「独身偽装実態調査」中間報告 

 

 

独身偽装被害者の会 

 

0. はじめに 

 独身偽装とは、既婚者であるにもかかわ

らず独身であると偽り、その虚偽を前提と

して相手方の性的同意を得た上で交際関係

を形成・継続する行為である。近年、独身

偽装による貞操権侵害をめぐる民事訴訟や

報道が増え、この問題に対する社会的関心

は高まりつつある。 

 一方で、独身偽装については、「マッチ

ングアプリで出会った相手に安易に騙され

た」「結婚を焦っていた被害者にも落ち度

がある」といった、実態に即さない臆断や

二次加害的な言説も少なくない。しかし、

これまで独身偽装被害について、一定規模

以上の回答を集めて被害実態を量的に解明

しようとする調査は十分に存在してこなか

った。 

 独身偽装被害者の会（以下「弊会」とい

う。）は、独身偽装被害に遭った当事者同

士の情報共有や相互支援を出発点として202

4年6月に活動を開始した。現在は、「被害

を可視化し、防ぐ」「被害者を支える」

「制度を変える」を主な目標として、情報

発信、被害者支援、調査、政策提言等を行

っている。 

 また、弊会が取り組む独身偽装の刑事罰

化を含む法整備を求めるオンライン署名に

は、2026年6月時点で3万8,000筆を超える賛

同が寄せられている。これは、独身偽装を

単なる恋愛上のトラブルではなく、社会的

に対応が必要な問題として捉える声が広が

っていることを示すものである。 

 弊会では、こうした社会的関心の高まり

を踏まえ、独身偽装被害の実態を可視化す

るため、「独身偽装被害に関する実態調

査」を実施した。本調査はGoogleフォーム

を用いて実施し、回答者のプライバシーに

配慮して匿名でも回答可能な形式とした。

設問は、回答者と被害者の関係、被害者お

よび加害者の属性、出会いの経緯、交際期

間、法的手続の状況、心身への影響、加害

者の行為態様など、独身偽装被害の実態を

多角的に把握することを目的として構成し

た。 

 完成版の調査は2026年5月20日から公開

し、主に弊会公式アカウントおよび上記オ

ンライン署名の協力者への呼びかけを通じ

て回答を募った。本レポートは、2026年5月

20日から6月2日までに寄せられた207件の回

答をもとに、中間集計および分析を行った

ものである。 

https://dokushingiso.com/
https://dokushingiso.com/about-us.html
https://dokushingiso.com/about-us.html
https://dokushingiso.com/about-us.html
https://www.change.org/p/%E6%97%A2%E5%A9%9A%E3%82%92%E9%9A%A0%E3%81%97%E3%81%A6%E4%BA%A4%E9%9A%9B%E3%81%99%E3%82%8B-%E7%8B%AC%E8%BA%AB%E5%81%BD%E8%A3%85-%E3%81%AF%E6%80%A7%E5%8A%A0%E5%AE%B3-%E5%8E%B3%E7%BD%B0%E5%8C%96%E3%82%92%E6%9C%9B%E3%81%BF%E3%81%BE%E3%81%99-%E5%88%91%E4%BA%8B%E7%BD%B0%E3%81%AE%E5%88%B6%E5%AE%9A-%E6%B0%91%E4%BA%8B%E8%A3%81%E5%88%A4%E3%81%A7%E3%81%AE%E6%85%B0%E8%AC%9D%E6%96%99%E7%9B%B8%E5%A0%B4%E5%BC%95%E3%81%8D%E4%B8%8A%E3%81%92%E3%82%92%E6%B1%82%E3%82%81%E3%81%BE%E3%81%99
https://www.change.org/p/%E6%97%A2%E5%A9%9A%E3%82%92%E9%9A%A0%E3%81%97%E3%81%A6%E4%BA%A4%E9%9A%9B%E3%81%99%E3%82%8B-%E7%8B%AC%E8%BA%AB%E5%81%BD%E8%A3%85-%E3%81%AF%E6%80%A7%E5%8A%A0%E5%AE%B3-%E5%8E%B3%E7%BD%B0%E5%8C%96%E3%82%92%E6%9C%9B%E3%81%BF%E3%81%BE%E3%81%99-%E5%88%91%E4%BA%8B%E7%BD%B0%E3%81%AE%E5%88%B6%E5%AE%9A-%E6%B0%91%E4%BA%8B%E8%A3%81%E5%88%A4%E3%81%A7%E3%81%AE%E6%85%B0%E8%AC%9D%E6%96%99%E7%9B%B8%E5%A0%B4%E5%BC%95%E3%81%8D%E4%B8%8A%E3%81%92%E3%82%92%E6%B1%82%E3%82%81%E3%81%BE%E3%81%99
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSflKC_ZtlbFrlOYPNbeS3KaFbuQtfjz1nJQ7DyPLKlnmw6zvQ/viewform?usp=dialog
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSflKC_ZtlbFrlOYPNbeS3KaFbuQtfjz1nJQ7DyPLKlnmw6zvQ/viewform?usp=dialog
https://x.com/fce_to_fce
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 なお、本調査は弊会の情報発信および署

名活動に接触した層を中心に回答を得てい

るため、回答者には独身偽装被害について

一定の問題意識を持つ人が多く含まれてい

る可能性がある。この点は、本調査の限界

として留意する必要がある。 

  

１．回答者および被害者の属性につ

いて 

  ここでは、調査の概要として、回答者

と被害者の関係、被害者の被害時の居住地

域および被害開始時の年齢について見てい

く。 

 回答者と被害者の関係を1-1に示す。本人

以外の回答も可能としたのは、被害者本人

が回答できないケースや、遺族・支援者・

代理人等からの情報提供も想定したためで

ある。 

 結果として、全207件の回答のうち、被害

者本人による回答が191件と大半を占めてい

た。 

 

被害者の関係者による回答は15件で、内訳

は親(4)、兄弟(2)、その他親族(3)、友人

(2)であり、友人の母親、元職場の後輩、加

害者の元配偶者、被害者に依頼を受けた調

査会社からの回答も各１件ずつあった。ま

た、被害者の代理人からの回答は１件のみ

であった。 

 次に被害に遭った地域をグラフ1-2に示

す。 

 

東京が最も多く全体の1/3以上を占めてお

り、関東と合わせると50％を越える。つい

で、近畿、九州・沖縄、東海の順になって

いる。この結果は、独身偽装の報道が首都

圏に集中していることが影響している可能

性がある。冒頭でも述べた通り、今回の回

答は何らかの形で弊会の情報発信に繋がっ

た人に呼びかけている。今後、地方での報

道も増えていった場合、この比率は変わっ

てくることも予想される。 

 1-3には、被害者の年齢について、分布を

グラフにして示す。 

 

 被害者の年齢は、交際開始時点で17歳か

ら59歳までと非常に幅広い。平均年齢は31.

6歳、最頻値は32歳であり、25歳から35歳の

範囲に50.2％の被害者が集中していた。こ

のことから、独身偽装は一定の社会経験を

有する年齢層において広く発生しているこ

とが分かる。 

 また、35歳から45歳の年齢層も24.6％を

占めていた。この年代は、多くの女性にと
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って妊娠・出産を実現するための残された

時間が限られてくる時期である。そのた

め、独身偽装によって数年単位の時間を失

うことは、恋愛や結婚の機会を奪うだけで

なく、出産の機会そのものに重大な影響を

及ぼし得る。リプロダクティブライツの侵

害という観点からも、看過できない問題で

ある。 

 一方で、22歳以下の被害者も25件（12.

1％）存在していた。若年層においても被害

は決して少なくなく、実際に独身偽装被害

を契機として自死に至った事例も報道され

ている。社会経験や恋愛経験が十分ではな

い段階で被害に遭った場合、その後の人生

に与える影響は極めて大きいと考えられ

る。 

 最後に、被害者の性別については、男性

被害者は207件中3件のみであり、204件は女

性が被害者のケースであった。 

 

２．被害の概要について 

 ここでは、被害者が加害者と出会ったき

っかけなど、被害の概要について集計・分

析を行った。その結果およそ以下のことが

明らかになった。①マッチングアプリのイ

メージが強い独身偽装の被害だが、実態は

リアルでの出会いの方が多い。②交際期間

は、およそ半数が1年以上の長期交際であ

り、10年以上のものも含まれる。③法的手

 
1 今回、既婚判明後の関係継続についての質

問を設定したところ、予想を越える約25％の

被害者から「はい」との回答を得た。この件

の取り扱いについて検討した結果、今後は既

婚発覚後1年以上または15回以上関係を継続し

続きについては、およそ半数が泣き寝入り

を強いられている状態であり、被害の回復

には程遠い。④40％以上の被害者が心療内

科への通院を経験するなど、独身偽装によ

って被害者が被る心身のダメージは非常に

深刻である。⑤12-14％の被害者1が、既婚

判明後も即関係を断つことができず、継続

してしまった。 

2.1 加害者と出会ったきっかけ 

 まずは、加害者と出会ったきっかけをグ

ラフ2.1-1に示す。 

 

一般にはマッチングアプリの印象が強い独

身偽装であるが、実際にはアプリより、リ

アルでの出会いから始まっている場合の方

が多いということが判明した。「マッチン

グアプリ」は、「その他オンラインでの出

会い（SNS、掲示板、ゲーム含む）」も合わ

せれば50％を越えるが、単独では43.0％で

ある。これに対して、「リアル(オフライ

ン)での出会い」(49.3％)の方が明らかに多

い。「マチアプさえやらなければ被害は避

けられる」「アプリ会社が対応すれば解決

する」といった俗説が的外れであることが

たケースに関しては除外するという方針を決

定した。12-14％というのは、除外して再計算

した数値である。ただし、他の設問に関して

は、事前に除外する旨を告知できなかったこ

ともあり、今回に限り全207件を用いて集計す

ることとした。 
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わかる。なお、「結婚相談所、類似サービ

ス」における被害も１件確認された。件数

は少ないものの比較的安全と信じられてい

る結婚相談所も被害と無縁ではないことが

明らかになった。 

 マッチングアプリの会社の内訳は以下の

グラフ(2.1-2)の通りである。 

 

今回の調査では、pairsが最も多く、次いで

tinder、Tapple、omiaiの順になっている。

これらはいずれも独身者限定を唱ったサー

ビスである。マリッシュ、withは各4.5％、

マッチ.comと東カレが各3.4％、wakuwakuが

2.2％となった2。その他のアプリ会社は、

各１件ずつのもので、内訳はカップリン

ク、ハピメ、ヤフーパートナーを探そう、

華の会、bamble、Yahooマッチング、ゼクシ

ィ縁結び、PCMAX、パートナーズ、アンジュ

である。 

 2025年にMMD研究所が行ったマッチングア

プリの利用状況に関する調査によると、利

用経験の多いアプリの上位７社は、順にpai

rs、with、Tapple、Tinder、omiai、ゼクシ

ィ縁結び、マリッシュとなっている。やは

り利用者の多いアプリに、独身偽装被害が

多いという傾向が見られる。利用者数と被

害件数を比べると、順位や比率などには異

 
2 Sensor Towerの記事によれば、pairsとTind

erは同じMatchグループのサービスであり、マ

ッチ.comも含まれる。この点を考慮すると、

同が見られる。ただし、それがサービスの

性質や規約の違い等によるものなのかを、

今回の調査結果のみから結論を出すのは早

計であろう。 

 「その他オンラインでの出会い」につい

ては、インスタ、ゲーム、Twitter、などの

記述があったが特に複数にまたがるものは

なく、「覚えていない」という回答も多か

った。 

  「リアルでの出会いのきっかけ」につい

ては、グラフ2.1-3に示す。 

 

 顕著なのが、学校関係、仕事関係、知

人・友人等の紹介という、出会い目的では

ない人間関係を介したものが計53％であ

り、半数を越えているということである。

こうした出会いの場合、他の人間も介在し

ていることがほとんどであると予想され、

このような関係で独身偽装などを行えば、

元の人間関係に悪影響を及ぼすのは明らか

である。このため、通常の倫理観を持った

人間であれば独身偽装を行うとは想像しが

たいことも、被害者が既婚を疑わなかった

ことの一つの原因として考えられる。 

 また、出会い目的であっても、婚活パー

ティーに既婚者が参加するのは明確なルー

ル違反であるし、誰かの紹介で参加するこ

海外資本で同一グループのマッチングアプリ

が被害の大多数を占めていると言える。 

https://mmdlabo.jp/investigation/detail_2489.html
https://mmdlabo.jp/investigation/detail_2489.html
https://sensortower.com/ja/blog/state-of-dating-apps-jp
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とが多い合コンにおいても、まともな幹事

であれば既婚者の参加は断るはずである。

いずれのケースにおいても、加害者側の倫

理感に問題があるのは当然であるが、既婚

を知りつつ参加させた協力者の存在も窺わ

れるケースも多い。 

2.2 交際期間 

  

 2.2-1に示したのが加害者との交際期間を

グラフ化したものである。よく、独身偽装

について「結婚を焦っていたために性的搾

取を受けた」のような俗説が語られること

があるが、３ヶ月未満の極端に短い交際期

間は5.３％、半年未満を加えても25.1％で

ある。ここには、比較的短期間で既婚が発

覚して交際が終わったケースも含まれてい

ることを考えれば、「結婚を焦った3」とい

うのは少なくとも主要な被害像ではないと

いえる。 

 むしろ、一年以上の比較的長期間に渡っ

て交際が継続したケースが大半であり、５

年以上交際関係が続いたケースも10％以上

を占める。これは、独身偽装が発覚するま

では被害者にとっては安定した交際関係が

続いていたことを示唆すると同時に、加害

 
3 婚活とセットで語られることが多い独身偽

装の被害であるが、被害者は必ずしも結婚を

目的にしていたとは限らない。まずは恋愛の

パートナーを見付けることが先で、その関係

がうまく行った場合に結婚を考えるというケ

者がそれだけ長期に渡って被害者を騙し続

けるという悪質性の高さも示している。こ

うした長期にわたる安定した交際関係の末

に、偽装が発覚した場合、被害者が受ける

精神的ダメージが深刻なものとなることは

想像に難くない。 

 なお、交際期間については、「不明」と

「交際関係はなかった」という回答がそれ

ぞれ２件ずつあった。 

2.3 法的手続の状況 

  独身偽装発覚後の弁護士への委任状況

をグラフ2.3-1に示す。 

  

予定も含めて、弁護士に委任する／したと

回答した被害者の割合は39.6％に留まり、

弁護士に委任はしていないという被害者の

割合が60.4％にもなる。弊会に寄せられる

相談からは、独身偽装事案の受任に消極的

な弁護士が少なくないことも背景にあると

考えられる。その理由としては、貞操権侵

害事案における過去の慰謝料水準が数十万

円程度にとどまるものも多かったこと、独

身偽装の立証に相応の証拠整理を要するこ

と、訴訟対応にかかる工数に比して経済的

ースも多々ある。そういう被害者に対しても

加害者側が積極的に結婚を匂わせて、被害者

が押されて結婚を考えるようになったという

こともある。そういう意味で「身分確認のあ

る結婚相談所を使えば大丈夫」というアドバ

イスも的外れな場合が多い。 
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な見通しが立てにくいことなどが挙げられ

る。 

 また、近年は100万円を超える認容事例や

報道によって、独身偽装被害に対する社会

的関心が高まりつつあるものの、こうした

近時の動向についての弁護士の理解には差

がある。実際に、弊会には、相談先の弁護

士から「逆に配偶者から訴えられる可能性

がある」などと説明され、請求を断念する

よう促されたという声も寄せられている。 

 次に、現在の法的手続きの状況につい

て、グラフ2.3-2に示す。 

 

 もっとも多かったのは「特に請求してい

ない」で50.2％で、ここでも、泣き寝入り

の割合が非常に高いことが分かる(被害者死

亡や住所特定不能などで断念したものもこ

こに含めている)。 

 何らかの法的手続きに進んだケースで

は、判決確定、示談済み、和解済みなど法

的手続きが終了しているケースが25％弱、

任意交渉中、訴訟中など法的手続きが継続

中のものが同じく25％弱という結果であ

る。（なお、この種事案の訴訟において、

訴訟上の和解(1.4％)より判決結審数(2.

4％)が上回るとは考えにくいことから、示

談と和解を混同して回答している被害者も

一定数いるとみられる。） 

 

 2.3-3は、回答から「特に何もしていな

い」「被害継続中」「刑事事件として被害

申告」「弁護士探し中」を除き、何らかの

民事の法的手続きに進み、その結果がある

程度分かる回答のみをグラフ化したもので

ある。「示談済み」または「訴訟上の和解

済み」となった割合は46.8％になる。示談

や和解で解決した場合には、口外禁止条項

が付されることも少なくない。そのため、

被害者が法的手続きを経て一定の解決に至

ったとしても、その内容や被害実態が社会

に共有されることは少ない。これは、独身

偽装被害の深刻さが社会的に認識されにく

い要因の一つである。 

 なお、「刑事事件として被害申告」とな

っているものが3件、現在でも被害が継続し

ているというものが１件あったが、それ以

上の詳細は不明である。 

最後に、2.3-4として、「弁護士に委任して

いない」とした被害者の法的手続きの状況

を見てみる。 

 

「示談済み」という回答が約17％と、自力

で解決したというケースも存在するもの

の、「特に請求していない」が80.0％とな
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っており、自力での解決には相当な困難が

伴うことが伺われる。ここから、「そもそ

も不法行為を構成する被害として認識がで

きるか」、「相手方を確定し、請求する知

識や資力があるか」、「よい弁護士にめぐ

り合えるか」などの条件が法的手続きの進

捗に大きな影響を与えていることわかる結

果となっている。 

2.4 被害者の心身へのダメージ 

 ここでは、客観的な基準による、被害者

の心身へのダメージについて見ていく。2.4

-1に心療内科への通院の有無をグラフにし

て示す。 

 

 

 身体的ダメージについては、妊娠に関わ

るものと、性感染症に関わるもののみ質問

を行った。全体の72.5％はそのような被害

はなかったというものの、残りの27.5％(58

件)について、被害の内訳を見ると2.4-2の

ようになる(複数回答可)。 

 

妊娠については、中絶・流産・出産を合計

すると42名(20.3％)の被害者が一度は加害

者の子を妊娠させられているという結果で

ある。さらに、性感染症についても18名(8.

7％)が罹患させられたと回答している。い

ずれも看過できる数値ではないと共に、性

的搾取を目的とした加害者の被害者の身体

に対するあまりにも無責任な態度を示すも

のと言える。また、本質問の趣旨とはやや

外れるが、その他として「精神的苦痛によ

り自死した」という回答も1件寄せられた。 

2.5 独身偽装発覚後の交際の継続につ

いて 

 加害者が既婚者であることが発覚後も、

性行為を含む交際を継続した場合、現行の

民法の規定では不貞行為に該当する可能性

が高い。弊会においても、被害者に対し

て、「独身偽装発覚後は交際関係を速やか

に終了させること」を繰り返し啓蒙してい

る。しかし、調査項目として「加害者が既

婚者であることの発覚後も、性行為を含む

交際は継続しましたか？」という質問をし

たところ、24.2％が「はい」と回答した(2.

5-1)。 

 

 継続したという44名の交際期間をグラフ2.

5-2に示す。 
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  令和７年５月９日の神戸地裁の判決で

は、既婚発覚後も関係を継続してしまった

ケースにおいても、一部賠償が認められ

た。判決文には「既婚者と判明したからと

いってすぐに関係を清算できなかったとし

ても無理からぬ面があり」との記載もあ

り、そもそも独身偽装がなければ原告が被

告と関係を持たなかったことを重く見た判

決と言える。 

 もっとも、既婚発覚後の関係継続につい

て、どの程度の期間・回数までであれば独

身偽装被害として評価され得るのかは、な

お不透明である。そのため弊会では、今後

の集計において、既婚発覚後1年以上または

15回以上関係を継続したケースについて

は、独身偽装被害の集計対象から除外する

方針とした。 

 中間集計では、既婚発覚後も性行為を含

む関係を継続したとの回答は50件であっ

た。このうち、既婚発覚後1年以上または15

回以上関係を継続したものは16件、期間・

回数が不明なものは9件であった。これらを

除くと、既婚発覚後も短期間または少数回

に限り関係を継続した事例は25件であり、

全回答207件中12.1％、対象外・不明を除い

た182件中13.7％であった。 

 したがって、「既婚発覚後も関係を継続

した被害者が多数を占める」という見方

は、本調査結果からは適切ではない。むし

ろ、独身偽装被害として整理可能な範囲で

見ると、既婚発覚後に関係を継続したケー

スは約12〜14％にとどまる。 

 

３.加害者の情報 

 ここでは、加害者の年齢や職業などの基

本的な情報から、偽装発覚のきっかけ、偽

装の悪質性や偽装発覚後の対応などについ

て見ていく。結果として、以下の４点が明

らかになった。①加害者の職業は、職種・

業界とも非常に多岐にわたっており、逆に

「このような人であれば大丈夫」というこ

とが全く言えない状況である。社会的に高

い倫理観を要求される職種も多数含まれて

おり、社会の信頼関係が崩壊しかけてい

る。② 偽装中の加害者は、性的搾取を目的

として、非常に無責任に結婚や子どもに関

する言動や約束を行う。被害者を騙すため

に、親族に会う、積極的に妊活を行うなど

の行動をとる加害者も少なくない。③生活

実態の偽装として、一人暮しの自宅に招

く、同棲をするなどを行う加害者も少なく

ない。よく言われる「土日に会えない」

「自宅に招かれない」などの俗説で加害を

見抜くのは困難である。④ 偽装発覚後の加

害者の対応はそのほとんどが不誠実なもの

で、更なる嘘を重ねる、謝罪を拒否する、

責任を認めない、音信不通になる、などの

対応が多い。また、加害者の配偶者・親族

などからの二次加害も無視できるものでは

ない。 

https://note.com/fce_to_fce/n/n3cc541ac9fe6
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3.1 加害者の婚姻状況など 

 ここでは加害者の年齢や婚姻状況等の基

本的な情報について見ていく。まずは年齢

分布を3.1-1に示す。 

 

平均値は約35.2歳、最頻値は30歳、最小は2

1歳、最大は56歳である。全体的に被害者の

年齢よりやや高い傾向で、25-45歳のあたり

に半数以上のデータが集中しているのが分

かる。 

 次に加害者の性別を3.1-2に示す。 

 

 

こちらは被害者の性別が圧倒的に女性が多

いのに相応(参考)して、98.6％が男性であ

る。女性の加害者は３件(1.4％)のみであっ

た。 

 3.1-3に加害者の交際開始時における婚姻

期間を示す。 

 

まず気付くのが、交際開始時婚約中もしく

は結婚が決まっていて、交際期間中に結婚

をしたにも関わらず、被害者に告げぬまま

交際を継続して、独身偽装となったケース

が10.1％あるということである。よく、独

身偽装被害への自衛策として、独身証明書

の発行が語られることがあるが、このよう

なケースにおいては交際開始時に独身証明

書を確認しても無力である。戸籍も含めた

公的書類による確認が決して万能ではない

ことが分かる。こうしたケースに加えて、

結婚後３年以内に独身偽装を開始している

ケースが28.9％を占めており、よく言われ

る「長期に渡る婚姻関係に飽きた加害者が

刺激を求めて……」というイメージが全て

ではないことがわかる。 

 3.1-4には、交際開始時の加害者の子ども

の有無については以下の通りである。 

 

 交際開始時点において、加害者に子どもが

いないとする回答は26.6％であった。3.1-3

で、交際開始時点で婚約中または結婚後3年

以内であった加害者が28.9％を占めている

ことを踏まえると、交際開始時点で子ども
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がいないケースが一定数存在することは自

然である。 

 もっとも、これはあくまで交際開始時点

の数値であり、独身偽装による交際期間中

に配偶者との間に子どもが生まれたケース

も確認されている。また、全体の27.6％は

複数の子どもがいる加害者であった。 

 加害者に子どもがいる場合、独身偽装は

被害者本人だけでなく、加害者の配偶者や

子どもを含む家庭生活にも重大なリスクを

持ち込む行為である。実際に、発覚後に配

偶者が被害者のもとへ請求・接触したケー

ス、認知や養育費の問題に発展したケース

など、加害者の家庭を巻き込んだ紛争に発

展する事例も存在する。 

 一方で、すべての事例において加害者の

家庭に明確な不和や破綻が生じるわけでは

ない。実際には、配偶者が加害者を許して

再構築を選択したり、既述のとおり示談や

口外禁止条項によって、配偶者や家族等に

発覚することなく、被害が外部から見えに

くくなったりするケースも少なくない。そ

の結果、加害者が家庭内では実質許され、

社会的責任も十分に問われないまま、同様

の偽装行為を繰り返すことが可能な構造が

残されている。この場合、発覚してもそれ

ほど窮地に陥らなかったという成功体験を

加害者に与えることにもなり兼ねないの

は、深刻な問題である。 

 このように、子を持つ加害者による独身

偽装は、被害者の人生を侵害するだけでな

く、自らの家庭にも重大なリスクを持ち込

みながら、その責任が十分に可視化されに

くいという問題を含んでいる。 

3.2 加害者の職業 

 ここでは、加害者の職業について見てい

く。基本的な職業区分については、3.2-1に

示したような結果になっている。 

 

 まず分かるのは、全体の46.9％を、会社

員が占めていることである。次に、役員・

経営者の割合が8.7％である。労働政策研

究・研修機構のデータでは、男性労働者に

占める役員の割合は7.6％とされており、や

や高いが大きな差は見られない。警察・消

防、自衛隊、その他公務員を合計した割合

は6.3％と、全雇用に含まれる公務員の割合

約6％とほぼ同じであるが、その約半分が警

察・消防、自衛隊で占められているのは明

らかに多いと考えられる。一方で、国民生

活基礎調査における、男性の非正規雇用の

割合22.3％に対して、1.2％という数値は明

らかに低い。加害者の全体的な特徴とし

て、比較的安定した雇用の下にある人間が

多いことが推察できる。 

 今回の調査では収入や資産状況を調査し

ていないため断定はできないものの、会社

員や経営者、公務員、教職員など、一定の

社会的信用を前提とする職業の回答が多く

見られた。独身偽装は、一見すると社会的

に信頼される立場にある人物によっても行

われていることがうかがえる。 

https://www.jil.go.jp/kokunai/blt/backnumber/2022/10/c_01.html
https://www.jil.go.jp/kokunai/blt/backnumber/2022/10/c_01.html
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/353356e02e02534f814a6c72665c40c58aafe538
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/353356e02e02534f814a6c72665c40c58aafe538
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 会社員および経営者役員について、業界

別の割合を集計したものをグラフ3.2-2に示

す。 

 

 業界は多岐にわたるが、もっとも多いの

がIT・通信で、電機・メーカーがそれに次

ぐ数値となっている。以下、広告・マスコ

ミ、金融、商社・流通、小売・サービスは

同じ割合である。いわゆる花形業界と呼ば

れるものが上位に並んでいる一方、製造業

の割合は低い。さらに、肩書として目立っ

たものには「上場企業の取締役」「CMプロ

デューサー」「レコード会社プロモーショ

ンマネージャー」「大手メーカーのスポー

ツ広報」「地方銀行の支店長代理」「コン

ピューター開発企業の営業部の部長」とい

った重い責任を持つ肩書が並んだ。 

 自営業・フリーランスについても、業界

別の比率を3.2-3のグラフに示す。こちら

は、小売・サービスがもっとも大きな比率

を占めており、広告・マスコミ、建築・不

動産がそれに次ぐという順番になってい

る。IT・通信と電機・メーカーについて

は、「会社員、経営者・役員」に比べれば

比率は小さいが一定の割合を占める結果で

ある。特徴的なところでは、「その他」

に、音楽関係や芸能関係が数件含まれてい

た。 

 

 3.2-1における「会社員」「経営者・役

員」「自営業・フリーランス」以外の業種

については、数が少ないため量的集計は行

わず、目立った傾向のみ記すことにする。

まず、「公務員」については教育委員会の

関係者が２件、省庁に務める官僚が１件含

まれていた。教職員に大学教員が２件含ま

れていたことも深刻である。自衛隊につい

ては、広報室長という幹部自衛官が含まれ

ていた。また医療職については、医師と看

護師・介護士が半々程度の比率である。 

 総じて、独身偽装の加害者の職業は、業

種・業界とも非常に多岐にわたっており、

どの業種、どの業界においても「ここなら

独身偽装などしない」などとは全く言えな

い。また、責任ある肩書をもつ加害者も相

当数含まれており、そうした立場の人間が

当然持ち合わせているべきと期待される最

低限の倫理観が、全くあてにならないこと

が分かる。現状は既に社会のモラルが崩壊

の危機に瀕しており、この状況を放置する

ことは社会に深刻な相互不信をもたらす可

能性があると考えられる。 

3.3 独身偽装発覚のきっかけ 

 偽装発覚のきっかけについては、複数回

答可能な形で質問した。回答は非常に多岐

にわたり、特定の選択肢に集中することも

なかったため、いくつかに分けて記載・分
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析をする。複数回答可であるため、パーセ

ンテージではなく、件数で表示する。まず

は、被害者が特に気付いてなかったのに、

外部から情報がもたらされて発覚したタイ

プである(3.3-1)。 

 

最初の「突然の音信不通」は、加害者から

一方的に連絡が断絶されるケースで、計21

件であった。次の「配偶者、親族からの接

触」は突然配偶者や親族が訪ねてくるとい

うケースで、独身偽装の報道などでも見か

けるものである。次の「第三者からの情報

提供」は、DMなどで第三者から既婚だと知

らされるというもので、第三者は同じ加害

者による他の被害者であったりと様々であ

る。この２つはそれぞれ26件であった。次

は、「妊娠、出産が契機になった」で、妊

娠・出産によって加害者の態度が変化して

発覚したというケースである。17件存在し

た。最後に「配偶者に発覚したことが契機

となった」というものが５件、「配偶者か

らの慰謝料請求、訴状等」が突然送られて

きて発覚したというものが４件あった。 

 これらのケースは、被害者は順調に交際

が続いていると思っている状態で、被害者

のあずかり知らぬところから、突然相手が

既婚者であるという情報がもたらされるこ

とになるという共通点がある。被害者から

すれば、何が起こっているかを理解するこ

とさえ容易ではない事態であり、心理的ダ

メージが非常に大きいことは容易に想像で

きる。 

 次に被害者が、何らかのきっかけで独身

偽装の兆候を発見したというタイプである

(3.3-2)。 

 

 もっとも多かったのは、「急に会えなく

なるなど、相手の不自然な言動」によって

疑いを持ったケースであり、38件であっ

た。ここでいう「急に会えなくなる」はあ

くまで一例であり、実際に報告された多岐

にわたる。回答の中には、「いわゆる不倫

中の既婚者が取ると言われている行動をす

べてしていた」「友人に相談したところ独

身偽装ではないかと言われた」といったも

のもあり、交際中から何らかの違和感や疑

念を抱いていたケースも存在した。 

 次に多かったのは、「本人・親族・友人

等のSNS」に既婚である痕跡を発見したケー

スであり、36件であった。また、「その他

インターネット上の情報」によって既婚で

あることを知ったケースも17件確認され

た。SNSやインターネット上の情報は、独身

偽装の発覚において重要な手がかりとなっ

ている。 

 「妻子の痕跡を発見した」との回答は20

件であった。具体的には、相手の部屋を掃

除していて婚姻関係を示す書類を見つけ

た、偶然相手が指輪をしている場面を目撃
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した、妻子の存在をうかがわせる物品を発

見したなどの事例が含まれる。 

 また、「相手の携帯電話、PC等の情報」

から既婚の痕跡を発見したケースは10件で

あった。携帯電話やPCから発覚するケース

も存在するものの、件数としてはSNSやイン

ターネット上の情報、相手の不自然な言動

をきっかけとするケースの方が多かった。 

 最後に、既婚であることを最終的に確認

した手段である(3.3-3)。 

 

既婚であることを最終的に確認した手段と

してもっとも多かったのは、本人との直接

のやり取りによるものであった。具体的に

は、「本人に直接確認・追及した」が44

件、「本人が自白した」が47件であり、被

害者が加害者本人との会話の中で既婚であ

る事実を確認したケースが多くを占めてい

た。 

 

 一方で、探偵調査によって確認したケー

スは8件にとどまった。これに対し、弁護士

を通じた調査や、自力での調査によって確

認したケースは、それぞれ20件ずつ確認さ

れた。独身証明書や戸籍によって確認した

ケースは5件、その他の公的書類や身分証に

よって確認したケースは13件であった。警

察沙汰となったものが２件である。 

 その他としては、警察の身元引受人が配

偶者だったことで発覚したケース、身に覚

えのない性感染症に罹患したことで疑いを

持ったというケースがそれぞれ１件ずつあ

った。 

3.4 加害の悪質性について 

 ここでは、独身偽装という事態の性質に

鑑みて、特に悪質な加害者の行動について

見ていく。まずは、被害者との交際関係を

維持するための加害者の行動である。「将

来を匂わせる発言・約束」 

について3.4-1のグラフに示す。 

 

79.2％の被害者が、「あった」と答えてお

り、独身偽装の加害者のほとんどが、既婚

者であるにも関わらず、無責任に被害者に

将来を期待させるような発言をしているこ

とが分かる。 

 3.4-2に加害者の取った関連する言動を具

体的に示す。こちらも複数回答であるため

に、件数も併記する。 

 

まず、最初の「結婚に向けた具体的行動」

は、指輪や婚姻届の準備、式場見学、フォ

トウェディング等を指す。34件16.4％の加

害者がこのような行動を取っている。次の
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「家族・親族との挨拶や顔合せ」は、当然

被害者家族とのものであるが、49件23.7％

の加害者がこうした行動を取っている。周

囲を巻き込むことが、偽装発覚後に被害者

にどれほど深い傷を残すかは容易に予測で

きそうなものだが、独身偽装の加害者は、

親族や被害者の子どもを巻き込むことに全

く躊躇がないことが報道されたケースを見

ても分かる。さらに悪質なものとして、被

害者を騙すために「ダミー親族・友人等を

用意された／周囲と共謀されていた」とい

うもので、こちらも29件14％となってい

る。 

 独身偽装の動機に性的搾取が大きな比重

を占めるのは周知のことである。それに対

応して「子どもを持つ事を前提とした話し

合い・行動」に加害者は積極的であり、77

件37.2％が該当している。さらに、「妊

活・不妊治療等を積極的に行った」という

加害者も29件13.5％となっている。こうし

た、結婚・妊娠に向けた具体的行動は、全

加害者の55.1％が最低一つは該当している

という結果になっている。 

 以上のように、独身偽装の加害者達は、

通常の倫理観を持った人間であれば、「ま

さかここまではやらないであろう」と判断

することを行っていることがわかる。ま

た、倫理感を度外視したとしてもこれらの

行動は、後で自分自身が困ることが容易に

理解できる行動でもある。まして、それな

りの社会的地位にいる人間が、まさか自分

の仕事や地位を危険に晒してここまでのこ

とはやらないだろうという常識的判断が、

被害者が被害に気付きにくい要因の一つと

なっていることは間違いない。 

 そして、こうした行動によって、引越し

や転職、離職を余儀なくされたという被害

者の割合も決して低くはない(3.4-3)。 

 

 

21.7％という数値も、被害者が悪質な加害

者によって一方的に傷付けられた結果であ

ることを考えれば、決して看過できるもの

ではない。 

 次に生活実態の偽装についてである。結

果をグラフ3.4-4に示す。 

 

上の３つは、それぞれ、単身赴任中などの

加害者が一人暮しなどを装って自宅に招い

たケース(54件)、加害者が被害者と同棲し

ていたケース(27件)、家族と同居している

加害者が家族の不在中などに自宅に招いた

ケース(9件)である。よくある二次加害とし

て、「自宅で会えないのに疑わないのは…

…」といったことが言われることがある

が、実態は、合計すると半数近い加害者が

何らかの形で自宅に招いているのであり、

全く的外れである。以下は、住所(44件)、

勤務先(22件)、氏名(12件)等について虚偽

情報を教えられたという比率であるが、書

類や名刺の偽造まで行う加害者(9件)は少な

https://www.jprime.jp/articles/-/40473?page=3
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いというものの、氏名や勤務先に比べて住

所を偽る加害者が多いことが分かる。 

 最後に、性行為に関する加害者の悪質性

である。加害者の主要な目的に性的搾取が

あることは間違いなく、将来を匂わせるこ

とで自分の身勝手な要求を被害者に受け入

れさせるというのが常套手段となってい

る。グラフ化したものを3.4-5に示す。 

 

まず、最も多いのが「避妊をしなかった／

避妊に関する虚偽」という項目で、128件6

1.8％の加害者が該当している。これは、加

害者にとって自分の身勝手な欲望を満たす

手段であると共に、被害者側に「責任を取

る」と思わせて偽装の発覚をしにくくなる

という手段にもなっている。次に多いの

が、「異常な性癖、性行為回数」で54件(2

6.1％)、「性的画像・動画の要求、撮影、

保管、削除拒否等」も42件(20.3％)となっ

ている。避妊を避けた結果として、「妊

娠・中絶に関する問題（中絶強要を含

む）」は30件(14.5％)である。加害者があ

くまで性的搾取を目的とした可能性を示唆

している。 

 一方で、こうした行為に応じてしまった

ことを被害者の落ち度とする二次加害も後

を立たない。しかし、それは結果として独

身偽装が発覚したからこその判断であっ

て、3.4-2にも述べた通り加害者のほとんど

が将来や子どもの話にも積極的かつ、結婚

へ向けた具体的行動にも躊躇がない。だか

らこそ、被害者は加害者との将来を信じ、

これらの行為を許したという背景は汲むべ

き事情である。偽装が発覚するまでは、被

害者は加害者を信頼するが故にこれらの行

為を受け入れ、そして偽装発覚と共に自分

が単なる性的搾取の対象であったことを知

り深く傷つけられる。それを被害者の落ち

度とするのは単なる二次加害にしかならな

い。 

 また、「性感染症を感染させられた」

は、19件(9.2％)、「DV・暴行・傷害」のよ

うな物理的な暴力も、22件(10.6％)という

結果であった。 

3.5 独身偽装発覚後の加害者の対応に

ついて 

 偽装発覚後の対応については、「発覚後

「離婚予定」等と言われ、関係継続のため

更に虚偽説明をされた」「音信普通となっ

た」など、９つの選択肢を準備して、複数

選択可で該当する選択肢をチェックしても

らう形式で尋ねた。その結果、どの選択肢

も選択しなかった回答は36件であり、171件

(82.6％)とほとんどの被害者が偽装発覚後

には加害者による不誠実な対応に悩まされ

ていることが分かる。さらに、「その他」

として自由記述による回答も受け付けた。 

 まずは、全体の結果をグラフ3.5-1に示

す。 
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最初の３つが、それぞれ60件程度と最も多

くなっている。「発覚後『離婚予定』等と

言われ、関係継続のため更に虚偽説明をさ

れた」は54件(26.1％)で、報道でも、「離

婚予定」などと言いつつ、実際には離婚の

手続きを全く行っていないというケースが

伝えられている。また、当初はこのように

被害者との関係を継続したい意向を示して

いても、何かのきっかけで態度が豹変し、

一転して被害者と対立し始める加害者も珍

しくない。 

 「音信不通になった」は60件(29.0％)

で、発覚後音信不通になったケースと、突

然の音信不通によって偽装が発覚したケー

スが考えられる。自由記述には、実家に逃

げて行方をくらましたケースなども書かれ

ていた。「謝罪を拒否された／責任を認め

なかった」は58件(28.0％)であるが、発覚

後は開き直ったかのように一切謝罪をしな

いという加害者も珍しくない。自由記述に

は、性病に罹患させられたことを追求する

と、「お互い様」などと言われ責任を認め

なかったというケースが報告されていた。

他に悪質なケースとしては、発覚後もさら

に他の女性に対して独身偽装を続けていた

という回答もあった。 

 次の３つは、被害者を悪者にして、自分

の責任を逃がれようとするものである。

「被害を訴えたところ『ストーカー扱い』

された」は、逆に被害者を脅すことで追求

から逃れようとする卑劣な対応であるが、2

7件(13.0％)の回答があった。逆に、自由記

述には、加害者側がストーカー化したケー

スも3件あった。「脅迫・口止め（妻から訴

えさせる、等）」では、自身が独身偽装を

行っていたことを棚に上げて「不貞の共同

行為者として配偶者から慰謝料請求され

る」という虚偽説明によって難を逃れよう

とするものであり、30件(14.5％)の回答が

あった。これらに比べれば数は少ないが、

実際に金銭要求や金銭的搾取を受けたとい

う回答も10件(4.8％)あった。他に金銭的被

害としては、自由記述に、「一緒に住む前

提で買わされた広い分譲マンションのロー

ンを長年にわたりひとりで返済させられ

た」という深刻な被害の報告もあった。 

 次の２つは、加害者の配偶者もしくは親

族の対応に関わるものである。自由記述に

は、「私の発言を事実と異なる内容で配偶

者に説明していた」というものもあり、加

害者が配偶者や親族に対して自分に都合の

いい虚偽の説明を行っていたというケース

は多い。裁判になったケースでも、被告側

が被告配偶者への不貞発覚時の虚偽説明に

基づいた主張を行ったために、あまりにも

現実と乖離して、主張が全く認められずに

敗訴したケースもある。しかし、それを考

慮に入れたとしても、被害者が加害者の配

偶者や親族の心無い言動により深く傷付け

られるというケースが多いのも事実であ

る。「配偶者・親族からの二次加害」はこ

うした言動を受けたというケースで、26件

であり、12.6％以上の被害者がこうした経

験をしていることになる。「配偶者からの

慰謝料請求」は、被害者を不倫の加害者と

して慰謝料請求をしてくるもので、9件(4.

3％)であった。加害者による虚偽説明を信

じたというケースもあると考えられるが、

一方で裁判が進行し独身偽装であることが

明確になりつつある段階でもなお、被害者

https://woman.excite.co.jp/article/lifestyle/rid_Jisin_2576280/
https://woman.excite.co.jp/article/lifestyle/rid_Jisin_2576280/
https://woman.excite.co.jp/article/lifestyle/rid_Jisin_2576280/
https://jisin.jp/domestic/2576123/4/
https://jisin.jp/domestic/2576123/4/
https://jisin.jp/domestic/2576123/4/
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に謝罪を要求する加害者配偶者が存在する

のも事実である。 

 最後に、こうした対応全てにおいて、

「警察沙汰になった」ケースは、20件(9.

7％)であった。 

 

４．被害者の心理的ダメージ 

 2.4で述べたように、独身偽装の被害者の

心理的ダメージが深いことは容易に想像で

きる。しかし、心理的ダメージは目に見え

ないが故に、客観的な情報でその内容を判

断するには限界がある。このため、アンケ

ートの最後に、予想される心理的ダメージ

について、「1.全く当てはまらない」から

「5.強く当てはまる」までの５段階で答え

てもらう設問を準備した。また、加害者の

子どもを出産した被害者についても、子育

てに関係する問題について同様の５段階で

の設問を準備した。 

 集計結果は、最小値1、最大値５の平均ス

コアとして表示する。スコアが５に近いほ

ど、その設問に「当てはまる」と回答した

傾向が強いことになる。また、いくつかの

設問でも、回答が１と5に分散する双峰型の

分布となったため、あわせてヒストグラム

も示し、分析を行った。 

 結果として、① 被害者が独身偽装によっ

て被る精神的ダメージは予想を越えて深刻

なものである。② 加害者の子どもを出産し

た被害者の子育てに関する状況は、周囲の

サポートなど、被害者の置かれる環境によ

って大きく二極化している、ことが明らか

になった。 

4.1 被害者の心理的ダメージについて 

 被害者の心理的ダメージについては、(1)

〜(7)までの７つの設問を設けた。以下、順

に結果を見ていく。 

 

 

最初の設問は、(1)「強い人間不信に陥っ

た」というもので、平均スコアは4.60にな

っている。回答は５に集中しており、４と5

を合わせて90％近い数値になっている。こ

の結果からも分かる通り、独身偽装におい

ては、本来もっとも信頼できるはずの恋愛

対象に最悪の形で裏切られたのであるか

ら、人間不信に陥るのはむしろ当然である

と言える。しかも、その裏切りは、恋愛関

係に入ってから徐々に信頼関係を積み上げ

ていって、順調に推移しているかのように

見えた交際が、偽装発覚とともに実は最初

から虚構の上に築かれたものであったと気

付かされるというものである。人間不信の

程度が恋愛関係のその他の裏切りより遥か

に深刻なものになるのは想像に難くない。 
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 次の設問は、(2) 「妊娠・出産の機会を

失った」というもので、平均スコアは2.97

という結果になった。グラフを見ると回答

が二極化しており、1と５に回答が集中して

いることが分かる。分析の結果、ここには

年齢が深く関わっていることがわかったた

め、以下に結果を示す。 

 まず、25歳以下の年齢層で平均スコアを

出した場合2.41と低い値になることであ

る。これらの被害者は「まだチャンスがあ

る」と考えるため「あてはまらない」を選

択したと考えられる。また、41歳以上の高

い年齢層で平均スコアを出した場合、こち

らも2.34と低い値になる。これは、もとも

と妊娠をあきらめていた被害者が1や2を選

択したと考えられる。そして、その中間の3

0歳〜40歳の年齢層では平均スコアは3.43と

かなり高い。この結果は、出産できるかど

うかの瀬戸際にある年齢層の被害者ほど

「あてはまる」側の回答をしているという

ことであり、少子化の折に看過できる数字

ではないことは確かである。 

 

 次の設問は、(3) 「結婚への意欲を失っ

た／婚期を逃した」というもので、平均ス

コアは3.93と、(1)に次いで高い数値になっ

ている。一見やや(2)の結果とはと矛盾する

ような回答にも見えるが、弊会に寄せられ

る相談、Xにおける被害者の発信などを見る

と、婚活を続けていても「以前のように婚

活に身が入らない」のような悩みを頻繁に

見かける。独身偽装の被害を受けることに

よって、結婚や家庭へのイメージが全般的

に低下してしまうためであろう。また、若

年層で、妊娠は可能であっても、いわゆる

婚活市場的な考え方では、年齢が若いほど

有利ということもあるため、「婚期を逃し

た」という意識はあると予測できる。裏を

返せば、それだけ多くの被害者が、加害者

との交際を、将来の結婚を見据えたものと

して捉えていたことが窺われる。3.4-1で挙

げた、加害者の「将来を匂わせる発言・約

束」がどれほど罪深いものであるかが、こ

こからも裏付けられる。 

 

 (4)は、「心身への後遺症が残った」とい

う設問で、こちらも平均スコアは非常に高

く、3.90となっている。後遺症の具体例と

しては、フラッシュバック、人間不信、異

性との接触や性行為への忌避感、不安症

状、うつ症状等の精神的不調などが挙げら

れる。 

 2.4-1の心療内科への受診率は42.5％であ

ったが、「心身への後遺症が残った」と回

答した被害者の割合はそれを大きく上回っ

ており、およそ7割弱の被害者が4または5を

選択している。これは、多くの被害者が被

害発覚後も長期にわたり心身への影響を抱

えていることを示している。 
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 独身偽装被害においては、単なる恋愛関

係の破綻による悲しみにとどまらず、性的

自己決定権の侵害、人間不信、突然の関係

断絶、二次加害への不安などが複合的に重

なる。そのため、被害後もフラッシュバッ

クや不安症状、対人関係への不信感、異性

との接触や性行為への忌避感などが長期間

継続するケースが少なくない。 

 また、弊会に寄せられた相談の中には、

独身偽装被害を契機として婦人科受診や恋

愛そのものに強い抵抗感を抱くようになっ

た事例も存在する。しかし、このような被

害の深刻さは社会的に十分認知されている

とは言い難く、被害者自身が周囲の理解を

得られず苦しむケースも少なくない。独身

偽装被害による心身への影響については、

社会一般のみならず、支援や医療の現場に

おいても、今後さらなる理解が求められ

る。 

 

 

 

Ｌ(5)は、「人間関係に強い悪影響が出た」

という項目であり、平均スコアは3.18であ

った。具体例としては、「二次加害により

友人を失った」などが挙げられる。この項

目についても回答は二極化する傾向が見ら

れた。 

 二極化の要因を探るため、交際期間、出

会いのきっかけ、法的手続きの進捗状況等

との関係を確認したが、いずれも一定の差

は見られたものの、決定的な要因は確認で

きなかった。このことから、人間関係への

影響を左右する要因は、本調査で把握して

いない別の要素にある可能性がある。 

 考えられる要因の一つとして、被害の開

示状況の違いが挙げられる。実際、本調査

では「特に請求していない／泣き寝入り」

と回答した者が半数を超えており、被害そ

のものを周囲に相談できていない被害者も

少なくないと考えられる。その場合、人間

関係への影響が表面化しにくく、結果とし

て低いスコアを選択する可能性がある。 

 一方で、被害を周囲に打ち明けた場合で

も、その反応は様々である。弊会への相談

やSNS上の被害者の発信を見ると、「あなた

は悪くない」と支援的な反応を示す人もい

れば、「見抜けなかった側にも落ち度があ

る」といった二次加害的な反応を示す人も

存在する。こうした周囲の反応の違いが、

人間関係への影響の大きさに反映されてい

る可能性がある。

 

 

 (6)は、「仕事関係に強い悪影響が出た」

という項目であり、平均スコアは3.55と高

い結果となった。具体例としては、「収入

が減少した」「仕事を変えた」「退職を余

儀なくされた」などが挙げられる。 
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 仕事への影響には、大きく二つのパター

ンが考えられる。一つは、独身偽装による

精神的ダメージによって心身の不調やパフ

ォーマンスの低下が生じ、その結果として

収入減少やキャリアへの影響につながる間

接的な影響である。もう一つは、職場恋愛

や取引先との関係など、仕事上のつながり

の中で独身偽装が行われたことにより、職

場環境の悪化や退職等に至る直接的な影響

である。 

 いずれの場合も、被害者の生活基盤やキ

ャリアに大きな影響を及ぼし得るものであ

る。しかし現行の民事訴訟においては、収

入減少やキャリア上の不利益について、独

身偽装との相当因果関係や損害額を立証す

ることは容易ではない。そのため、被害者

が実際に被った社会的・経済的損害の全て

が、法的救済の対象として十分に評価され

ているとは言い難い状況にある。 

 

 

(7) は、「自死を考えた、実行しようとし

た」というものである。平均スコアは3.08

となっている。この質問への回答も二極化

しており、66名が「5.強くあてはまる」を

選択したのに対し、62名が「1.全くあては

まらない」を選択している。自死を考える

かどうかには様々な要因、例えば家族関係

や仕事関係、友人関係や本人の現在の状

況、宗教観なども関係すると考えられる

が、4と5を合わせた43.5％が一度は自死を

考えたというのは、独身偽装の被害がそれ

ほど深刻なものであることの証左である。 

 

4.2 出産、子育てに関係する点について 

 以下、同じ５段階評価で、加害者の子ど

もを出産した被害者の方への養育状況への

主観的評価を問う設問も設定した。(8)〜(1

0)の３つである。以下に結果を示す。 

 

最初の設問は、「想定外の一人での子育て

に悩んでいる／苦労している」というもの

である。平均スコアは3.06で、はっきりと

二極化した回答になった。考えられる要因

としては、子どもの養育環境においては、

実家による支援や行政によるサポートを受

けられるかどうかが重要な要素となること

である。当会が把握する被害事例の中に

も、十分な支援を受けながら養育している

ケースがある一方で、十分な支援を得られ

ず孤立した育児を余儀なくされているケー

スも確認されている。このような養育環境

の差が、回答の二極化につながった可能性

がある。 
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次の、「養育費がもらえない／足りていな

い」という設問に関しては、平均スコアは

3.00となった。分布から、養育費に関して

は、示談や調停によって取り決めが行わ

れ、支払われている被害者も半数程度はい

ることが推察できる。一方で、５の「強く

当てはまる」を選択した回答も半数弱の13

件あり、そもそも認知まで行けていない、

養育費が決まっていない、取り決めたにも

関わらず全く支払われない、加害者の資力

が全く足りていない等の状況が考えられ、

非常に由々しき問題である。 

 

 最後の設問は、「 第二子、第三子の出産

を諦めざるを得なくなった」というもので

あるが、平均スコアが3.32と、出産に関す

る３つの設問の中でもっとも高くなってい

る。加害者の子どもを出産した結果とし

て、シングルマザーとして一人で子育てを

していかなければならない負担に加えて、

さらに子どもを生むためには、新たにパー

トナーを探す、そのパートナーに事情を説

明して理解を得るといったハードルが存在

することが予想できる。さらに、加害者の

子と新たなパートナーの子との関係や、結

婚に対するイメージの低下なども考慮する

と、第二子、第三子の出産は諦めざるを得

ない被害者が多いというのが現実ではない

だろうか。なお、この設問に関しては年齢

の影響を検証したが、1,2,3を選択した被害

者の平均年齢が29.1歳、5を選択した被害者

の平均年齢が29.9歳と年齢の影響はほぼ見

られないことが分かった。やはり物理的に

妊娠可能かどうかより、周囲のサポート

等、被害者の置かれた環境の影響が大きい

ことが示唆される。 

５．結論 

 ここでは、今回の実態調査によって明ら

かになったことをまとめて述べていく。調

査から明らかになったのは、(1)独身偽装に

ついて、実態とはかけ離れたイメージが世

間に広まっており、二次加害の原因となっ

ている。 (2)加害者は、性的搾取を目的と

して、常識では考えられない悪質な言動を

とる。(3)独身偽装によって、被害者の負う

心身のダメージは極めて深刻である。(4)現

状の民事訴訟による法的救済は、被害補償

の観点でも、加害抑止の観点でも、全く不

十分である。 

 以上のことから、弊会では、①独身偽装

の刑事罰化、②民事訴訟の賠償額の引き上

げ、③マッチングアプリ事業者による対

応、の３点を提言する。  

5.1 世間の独身偽装に対するイメージと

実態との乖離 

 独身偽装については以前から、「マッチ

ングアプリで出会った相手に安易に身体を

許した結果ではないか」「結婚を焦った被

害者が、条件の良い加害者に惹かれて騙さ

れたのではないか」といったイメージが語

られることが少なくない。しかし、今回の

調査結果からは、そのような見方が思い込

みや先入観によるものであり、ほとんど実
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態を反映していないことが明らかとなっ

た。 

 まず、出会いのきっかけ(2.1-1)について

見ると、マッチングアプリによる出会いは4

1.1％であったのに対し、リアル（オフライ

ン）での出会いは49.4％と、むしろリアル

での出会いの方が多かった。さらにその内

訳を見ると、仕事関係、学校関係、友人・

知人からの紹介など、一定の信頼関係を前

提とする場での出会いが半数以上を占めて

いた。独身偽装は、マッチングアプリ特有

の問題ではなく、日常的な人間関係の中で

も発生していることが分かる。 

 また、交際期間(2.2-1)についても、半年

未満で終わったケースは全体の4分の1以下

であり、1年以上交際が継続したケースが半

数を超えていた。さらに、多くの加害者が

将来を匂わせる発言や約束を行い、家族と

の顔合わせや妊活・不妊治療への参加な

ど、結婚を前提とした交際でなければ通常

はありえない行動を取っていたことも明ら

かになっている。こうした結果を見る限

り、被害者だけが一方的に結婚を焦ってい

たというよりも、加害者が将来への期待を

抱かせる言動を積極的に行った結果被害者

が結婚を考えるようになったケースが多数

存在したと考えられる。 

 加害者の職業から見ても、独身偽装の実

態は、世間で語られるイメージとは大きく

異なるものであった。加害者の職業(3.2-1)

は会社員、経営者、公務員、教職員など多

岐にわたる。重い責任を伴い、高い倫理観

を要求される職種も多数含まれる。被害者

との関係も短期的・刹那的なものではな

く、結婚や将来の子どもについて話し合う

ような深い関係へ発展していたケースが少

なくない。避妊に関する虚偽、家族紹介、

将来設計の共有など、被害者から見れば、

結婚を見据えて交際が順調に進展している

ように見える原因も数多く確認された。 

 このような実態を踏まえれば、「なぜ気

付かなかったのか」「見抜けたはずだ」と

いった見方は、現実に即したものとはいえ

ない。3.3-2で述べた通り、世間一般で言わ

れるような独身偽装加害者に典型的な行動

というのも存在しないわけではないが、今

回の調査で確認されたものは極少数であ

る。独身偽装は、被害者にとって極めて見

抜くことが困難な加害行為であり、そのこ

とが被害の深刻化や二次加害につながって

いることを、今回の調査結果は示してい

る。 

5.2 加害者の悪質性について 

 今回の実態調査においても、加害者の悪

質性は改めて浮き彫りになる結果となっ

た。もちろん、既婚者が独身を装って交際

関係を築き、性的関係を持つこと自体が極

めて悪質な行為である。しかし、本調査か

らは、それに加えて、被害者の人生や将来

に重大な影響を及ぼし得る行動が数多く確

認された。 

 独身偽装において性的搾取が重要な要素

となっていることは疑いない。本調査(3.4-

5)でも、性的画像の撮影（20.3％）、異常

な性癖や過度な性行為の要求（26.1％）と

いった回答が一定数確認された。一方で、

それ以上に多く確認されたのが、将来を匂

わせる発言や約束（79.2％）、避妊をしな
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かった又は避妊に関する虚偽説明（61.

8％）といった行動である。 

 また、家族紹介、婚約指輪の購入、婚姻

届への署名、不妊治療への参加など、通常

であれば結婚を前提とした真剣な交際関係

の中で行われる行動も数多く確認された(3.

4-2)。これらの結果からは、多くの加害者

が単に性的関係を求めるだけでなく、被害

者との間に強い信頼関係や将来への期待を

形成しながら関係を継続していた実態がう

かがえる。 

 実際に偽装に気付いていない状態の被害

者は、加害者の言動を誠実なものとして受

け止めている。そのため、被害者から見れ

ば交際が順調に進展しているように見えた

としても不自然ではない。むしろ、そのよ

うな信頼関係が形成されていたからこそ、

偽装発覚時の精神的苦痛や喪失感はより深

刻なものになったと考えられる。 

 そして、3.5-1で示したとおり、偽装発覚

後の加害者の対応は極めて不誠実なものが

多かった。関係継続のための虚偽説明、突

然の音信不通、責任転嫁、被害者への威圧

的対応などが多数確認されており、交際中

に見せていた態度との間には大きな乖離が

認められる。被害者は偽装そのものによっ

て傷付けられるだけでなく、その後の対応

によってさらに深刻な被害を受けている実

態が明らかとなった。 

 本調査は被害者を対象としたものであ

り、加害者の心理や動機を直接明らかにす

るものではない。しかし、将来を匂わせる

発言、家族紹介、妊活・不妊治療への参加

など、発覚時のリスクを考えれば合理的と

は言い難い行動が数多く確認されたことは

注目に値する。加害者がなぜこのような行

動を取るのか、その心理的・社会的要因に

ついては、今後さらに検討されるべき課題

である。 

 以上の結果から、本調査で確認された独

身偽装は、単なる恋愛上のトラブルや一時

的な性的関係とは異なり、被害者との信頼

関係や将来設計そのものを利用した極めて

悪質な行為であることが改めて示された。 

5.3 被害者の心身のダメージ 

 今回の実態調査の結果として、被害者の

心身のダメージ、さらに社会的なダメージ

の大きさも明らかになった。まず、精神的

なダメージとしては、2.4-1で説明した通

り、被害の結果、心療内科への通院が必要

だったという被害者は42.5％に上り、これ

は独身偽装による精神的ダメージがいかに

深刻なものであるかを物語っている。 

 さらに、５-(1)では「強い人間不信に陥

った」という被害者が９割近くに上り、5-

(4)においては、7割近くの被害者が「フラ

ッシュバックのような心身に後遺症が残っ

た」としている。さらに、5-(7)において

は、４割以上の被害者が「自死を考えた/実

行しようとした」としており、被害によっ

て非常に深い精神的ダメージを受けたこと

が分かる。 

 もともと恋愛の破局は辛いものである。

しかし、被害者の平均年齢が31.6歳であ

り、多くが結婚や将来設計を現実的に考え

る年代であることを踏まえると、本調査で

確認された精神的ダメージの深刻さは、単

なる恋愛関係の終了によるものとして片付

けることは難しい。 
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 独身偽装特有の事情として、被害者は交

際中、誠実な恋愛関係や将来を見据えた関

係が築かれていると信じていることが多

い。しかし、偽装が発覚すると、その関係

は何の前触れもなく崩壊する。さらに、発

覚後には加害者の態度が豹変し、誠実な説

明や謝罪が得られないケースも少なくな

い。 

 また、被害者は、自らが信じていた関係

が欺瞞の上に成り立っていたこと、自身の

性的同意や人生設計が重大な錯誤のもとに

形成されていたこと、さらには知らないう

ちに不倫関係に巻き込まれていたことを受

け止めざるを得なくなる。その結果とし

て、多くの被害者は単なる失恋では説明で

きない深刻な精神的苦痛を受けており、

「性暴力を受けたに等しい」と感じる者が

少なくない。 

 加えて、被害者が受ける身体的なダメー

ジも非常に大きい。3.4-5に挙げた通り、加

害者は避妊なしの性行為を被害者に受け入

れさせようとする傾向が強く見られる。そ

の結果として、2.4-2にあるように、流産・

中絶・出産を合わせると、妊娠した被害者

の割合は20％を超えている。また、性感染

症に罹患した被害者の割合も8.3％に上り、

感染経路を踏まえると看過できない水準で

ある。 

  また、本調査結果は、独身偽装が個人の

尊厳や人生設計のみならず、結婚や出産に

対する意欲そのものにも影響を及ぼし得る

ことを示している。心身へのダメージは、4

-（２）「結婚・出産の機会を失った」、4-

（３）「結婚への意欲を失った／婚期を逃

した」、4-（１０）「第二子・第三子の出

産を諦めざるを得なかった」への回答にも

表れている。独身偽装は被害者の結婚観や

将来設計に重大な影響を及ぼすだけでな

く、そのリプロダクティブライツ（性と生

殖に関する自己決定権）に対する深刻な侵

害となっている可能性が高い。 

 雑誌報道にあった「既婚者の子どもを産

みたくはなかった」という被害者の声は、

この問題の複雑さを象徴している。子ども

を愛し、親としての責任を引き受けながら

も、その妊娠や出産の過程に許し難い欺瞞

や加害が存在していたという事実は消える

ことがない。そこには被害者が抱える深刻

な葛藤が表れている。 

 最後に、仕事や住居への影響に代表され

る社会的ダメージも非常に大きい。4-(6)

「仕事関係への影響」については、半数を

超える被害者が強い影響を訴えている。弊

会への相談でも、精神的ダメージによるパ

フォーマンス低下や休退職、収入減少など

の事例が数多く寄せられている。 

 2.1-1で見たように、約半数の被害者は加

害者と実社会で出会っており、そのうち36.

0％は仕事関係での出会いであった。こうし

たケースでは、偽装発覚後に職場環境やキ

ャリアに影響が及ぶことも少なくなく、実

際に退職を余儀なくされた事例も確認され

ている。 

 住居への影響も、3.4-4では「同棲してい

た」と回答したケースが20件を超えてお

り、偽装発覚後に転居や生活環境の変更を

余儀なくされた事例も少なくない。弊会へ

の相談の中には、「仕事を辞めて加害者の

住む地域へ転居した後に偽装が発覚した」

というケースもある。 

https://bunshun.jp/denshiban/articles/b13416
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 3.5の自由記述には、「将来的に同居する

前提で購入した分譲マンションのローン

を、一人で長年返済することになった」と

いった深刻な経済的被害も報告されてい

る。独身偽装による被害は精神的・身体的

なものにとどまらず、仕事、住居、経済状

況など被害者の生活基盤そのものに重大な

影響を及ぼしている。 

5.4 法的救済の現状 

 2025年12月8日の東京地方裁判所判決にお

いては、約4か月という比較的短期間の交際

であり、明確な結婚の約束なども認定され

ていない事案について、約150万円の損害賠

償が認められた。この判決は新聞、民放、N

HKなど各種報道で取り上げられ、広く知ら

れるとともに、他の独身偽装被害事案にお

いても任意交渉等の参考事例として活用さ

れている。一方で、「民事上の損害賠償請

求が可能なのだから、刑事罰は不要ではな

いか」とする意見も見られるようになっ

た。 

 しかし、今回の実態調査からは、民事的

救済のみでは十分とは言い難い現状が明ら

かとなった。2.3-2で示したとおり、何らか

の法的手続きに進んだ被害者は半数弱にと

どまり、50.2％の被害者が「特に請求して

いない」と回答している。また、弁護士へ

の委任についても、60.4％以上の被害者が

「委任していない」と回答しており(2.3-

1)、法的救済へのアクセスには依然として

高いハードルが存在している。 

 調査結果および弊会への相談内容を踏ま

えると、その背景には複数の要因が存在す

ると考えられる。まず、前節で見たよう

に、独身偽装によって被害者が受ける精神

的ダメージは極めて深刻である。さらに、

3.5-1で示したとおり、偽装発覚後の加害者

の対応には、責任回避や虚偽説明、音信不

通など、不誠実な対応が多く見られた。 

 民事上の交渉や訴訟を行う場合、被害者

は深刻な精神的苦痛を抱えたまま、こうし

た加害者とのやり取りに向き合わなければ

ならない。実際、先述した東京地裁の事案

においても、任意交渉の段階から訴訟にお

いても、被告側から原告に対し、判決では

採用されなかった事実と異なる様々な主張

が繰り返された。最終的な結論とは別に、

かつて最も信頼していた相手からそのよう

な主張を受けること自体が、被害者にとっ

て大きな心理的負担となる。 

 また、民事訴訟においては、法的知識や

情報へのアクセスの差が結果に大きく影響

する。「これだけの被害なのだから結婚詐

欺に当たるのではないか」という反応は、

独身偽装の実態を初めて知った人からしば

しば聞かれるものである。しかし現状で

は、独身偽装そのものに対する刑事罰は存

在せず、多くの場合、貞操権侵害に基づく

民事上の請求による対応を検討するしかな

い。 

 さらに、被害者は独身偽装の立証責任を

負うことになる。そのため、過去のメッセ

ージや写真、SNS上のやり取りなどを整理

し、証拠として提出する必要がある。現在

はLINE等によるやり取りが残っているケー

スも多いものの、それらを見返すこと自体

が被害者にとって大きな精神的負担とな

る。また、独身偽装は直接証拠だけでなく

間接証拠の積み重ねによって認定される場

https://www.yomiuri.co.jp/national/20251208-GYT1T00223/
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合もあるが、そのような法的知識を持たな

い被害者が請求を断念してしまう可能性も

ある。 

 独身偽装特有の問題として、仮に偽装の

立証が十分にできなかった場合には、単な

る不倫関係と評価されかねないため、加害

者の配偶者から共同不法行為責任を追及さ

れるのではないかという不安を抱える被害

者も少なくない。実際に、加害者側の配偶

者から損害賠償請求を示唆されたり、請求

を受ける可能性を指摘されたりした事例も

存在する。 

 弁護士への委任率が低い背景について

も、弊会への相談から一定の傾向が見られ

る。独身偽装による貞操権侵害訴訟は、離

婚や一般的な不貞慰謝料請求と比較すると

事例数が少なく、実際に取り扱った経験の

ある弁護士も限られている。また、任意交

渉段階では少額の解決金を提示されるケー

スも少なくなく、被害に見合った補償を目

指すためには訴訟も視野に入れた対応が必

要となる場合も多い。 

 独身偽装事案では、前述のとおり、多数

の証拠を整理しながら事実関係を立証して

いく必要がある。そのため、被害者本人の

みで対応することは容易ではなく、専門家

による支援が重要となる。 

 しかし、その一方で、弁護士費用への不

安から法的手続きを断念する被害者も少な

くない。なお、実際に訴訟手続きに進んで

いる弊会運営メンバーおよびメンバーシッ

プ利用者の中で、法テラス等の公的支援制

度を利用しているケースは確認できていな

い。十分な資力や法的知識を持たない被害

者も多く、相談先や支援制度に辿り着けな

いまま泣き寝入りしているケースも存在す

ると考えられる。 

 にもかかわらず、弊会には、独身偽装被

害に対する理解や見解が弁護士によって大

きく異なるとの声も寄せられている。複数

の法律事務所に相談した末に、ようやく受

任してくれる弁護士に辿り着いたという事

例も決して珍しくない。 

 このように、独身偽装被害は専門家によ

る支援を必要とする一方で、その支援に辿

り着くための経済的・制度的・情報的ハー

ドルも高いという構造的な問題を抱えてい

る。 

 以上を考慮すると、本レポート冒頭でも

述べたとおり、本調査は弊会の公式アカウ

ントおよび独身偽装の刑事罰化を求める署

名活動を通じて拡散されたことの影響は無

視できない。回答者には、この問題に一定

の関心を持ち、自ら情報収集を行える層が

比較的多く含まれていると考えられる。逆

に言えば、独身偽装について十分な情報に

アクセスできていない被害者も相当数存在

すると考えられ、そうした被害者を含めた

実際の泣き寝入り率は、本調査結果よりさ

らに高い可能性もある。 

 以上の結果から、本調査が示すのは、現

在の民事的救済のみでは、十分な被害回復

や加害抑止を実現できるとは言い難いとい

う現実である。独身偽装による被害を適切

に救済し、被害の再発を防止するために

は、民事上の救済手段の充実に加え、より

実効性のある制度的対応についても検討が

求められる。 
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5.5 行政・社会への提言 

 ２０２６年6月1日に公開した弊会のホー

ムページでは、「『独身偽装』は恋愛では

ない。性暴力だ」というキャッチフレーズ

を掲げている。これは、2023年の不同意性

交罪に改められた刑法改正の議論におい

て、既婚者の相手から独身だと嘘をつか

れ、だまされて性的関係に至った場合も、

こうした「誤信」や「人違い」に該当する

として、法改正に盛り込むべきではないか

との意見も示されたにも関わらず、他の誤

信と同列に議論4された末に、不同意性交の

構成要件から外されたという議論を踏まえ

てのものである。 

 今回の実態調査によって、独身偽装が、

年収や年齢の詐称による他の誤信とは異な

り、被害者が被る精神的・身体的ダメージ

の深刻さや、偽装発覚後も長期間継続する

心理的影響という点において、不同意性交

被害と共通する側面を有することが示唆さ

れた。 

 独身偽装は、単なる属性の詐称ではな

い。被害者を本人の意思に反して不法行為

である不倫関係へ巻き込み、性的自己決定

権を著しく侵害するという、他の詐称には

見られない重大な特徴を有している。婚姻

は国が法的に保護する制度であり、その有

無は恋愛や性的同意の前提として極めて重

要な事項である。その婚姻の有無に関する

虚偽を、年齢や年収等の属性に関する虚偽

 
4 誤信の検討は主に、「結婚すると言ってだ

まして性交した場合」について検討された。

その後、2023年の『刑事法ジャーナル 78号」

所収の「展望」に、検討会座長であった井田

良教授による「立法作業を通じて、誤信類型

と同列に扱うことの妥当性については、改

めて検討されるべきではないだろうか。 

 報道では、国会議員、検察官、弁護士、

医師など、高い倫理性や社会的責任が求め

られる職業においても独身偽装の事例が確

認されている。弁護士については、独身偽

装に関連した懲戒事例も存在するが、その

多くは私人間の問題として扱われているの

が現状である。記憶に新しい事例として、2

025年末には独身偽装の相手方に捜査情報を

漏洩したとして懲戒処分を受けた元検察官

の事案も報道された。同事案においても、

民事上の紛争が継続していると報じられて

いる。 

 このような事例は、独身偽装が特定の職

業や属性に限定された問題ではなく、高い

倫理性や法令遵守が求められる立場の者に

おいても発生し得ることを示している。ま

た、被害者側から見れば、「このような立

場の人物は基本的な倫理観や社会常識を有

しているはずである」という社会的信用そ

のものが、結果として偽装を見抜きにくく

する要因となり得る。こうした加害の実情

は、モラルを基盤とする社会的な抑止が、

独身偽装の加害に対しては十分に機能して

いない現実を示しているのではないだろう

か。 

 独身偽装の刑事罰化に慎重な意見とし

て、「自由な恋愛に国が介入するのは好ま

しくない」というものがある。また、「独

身証明書や戸籍の確認によってある程度の

についても問題が残されたという印象をもっ

ている」との発言があり、その具体例として

「自身を未婚と偽り、結婚を前提とした性的

関係を求めるような場合」を挙げている。こ

れはまさに独身偽装の問題そのものである。 

https://yakuin-lawoffice.com/%e4%bb%a4%e5%92%8c5%e5%b9%b4%e5%88%91%e6%b3%95%e6%94%b9%e6%ad%a3%ef%bc%88%e6%80%a7%e7%8a%af%e7%bd%aa%e9%96%a2%e4%bf%82%ef%bc%89%e3%81%ab%e5%af%be%e3%81%99%e3%82%8b%e6%84%8f%e8%a6%8b%ef%bc%88%e4%b8%8d/
https://yakuin-lawoffice.com/%e4%bb%a4%e5%92%8c5%e5%b9%b4%e5%88%91%e6%b3%95%e6%94%b9%e6%ad%a3%ef%bc%88%e6%80%a7%e7%8a%af%e7%bd%aa%e9%96%a2%e4%bf%82%ef%bc%89%e3%81%ab%e5%af%be%e3%81%99%e3%82%8b%e6%84%8f%e8%a6%8b%ef%bc%88%e4%b8%8d/
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/edfd335b31f28ab4c1d8ebc71a4f00ced7ce7cb7
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/edfd335b31f28ab4c1d8ebc71a4f00ced7ce7cb7
https://gendai.media/articles/-/151333
https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10015012961000
https://mainichi.jp/articles/20220525/k00/00m/040/226000c
https://jisin.jp/domestic/2579779/#goog_rewarded
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自衛が可能である」という意見もある。し

かし、恋愛の当初において、互いに独身証

明書の確認を行う、言い換えれば、互いに

「既婚ではないか？」という深い不信感か

ら関係を始めなければならない、もし怠っ

て独身偽装の被害に遭った場合に自己責任

とされる状況というのは、正常な意味での

恋愛の自由が既に大きく毀損されている状

態と言えないだろうか。 

 また、自由な恋愛というのであれば、被

害者の多くが持っていた、「不倫には決し

て関わりたくない。人の不幸の上に成り立

つ幸福はない。」という信念に基づいて恋

愛の相手を選択するというのも、個人に認

められる恋愛の自由の重要な一側面ではな

いのか。倫理的に高く評価されるべきこう

した信念への侵害は容易に許す一方で、独

身偽装をしてでも独身者との恋愛を楽しみ

たいという加害者側の身勝手な恋愛の自由

ばかり保護するのは、あまりにも偏った態

度と言わざるを得ない。 

 今回の調査から明らかになった通り、独

身偽装の影響は、決して被害者・加害者間

の私人間の争いに留まるものではない。独

身偽装を放置することが、日本社会全体の

結婚の価値というものを深刻に毀損するも

のである。少子化が叫ばれ、結婚や恋愛へ

の忌避が広がりつつあるとも言われる現在

において、その結婚・恋愛の価値の低下を

急激に促進する独身偽装の問題を、このま

ま放置することは許されない。弊会として

は、今回の調査の結果を受けて以下の３点

の提言を行う。 

 

① 独身偽装の刑事罰化 

 今回の調査では、独身偽装による被害が

極めて深刻である一方、その行為自体に対

する刑事上の制裁が存在しない現状も明ら

かとなった。 

 また、既報の毎日新聞「未婚はブラン

ド」において、弊会代表が加害者への取材

に同席した際、加害者本人から「現行法程

度ではまたやってしまうと思う。刑事罰に

なればやらない」との趣旨の発言も確認さ

れている。これは、現行制度による抑止が

十分に機能していない実態を示唆するもの

といえる。 

 さらに、弊会が把握している事例の中に

は、係争中であるにもかかわらず別のマッ

チングアプリ等で活動を継続していた加害

者や、独身偽装を繰り返していたことが確

認された事例も存在する。多くの加害者

は、発覚後も新たな被害者へ容易に接触で

きる環境にあり、再発防止の観点からも現

行制度には限界がある。 

 刑事罰の不存在と加害行為との因果関係

を本調査のみで断定することはできないも

のの、被害の深刻性と再犯防止の必要性を

踏まえれば、独身偽装に対する刑事法上の

対応について検討を進めるべきである。 

 弊会は、加害の抑止と被害者保護の観点

から、独身偽装の刑事罰化を含む法整備が

必要であると考える。 

 

② 民事訴訟の賠償額の引き上げ 

 昨年末の東京地裁判決は、新聞、テレ

ビ、インターネットメディア等で大きく報

道され、独身偽装による貞操権侵害の問題

を広く社会に知らしめる契機となった。 

https://mainichi.jp/articles/20250331/k00/00m/040/125000c
https://mainichi.jp/articles/20250331/k00/00m/040/125000c
https://mainichi.jp/articles/20251208/k00/00m/040/256000c
https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10014997571000
https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10014997571000
https://www.bengo4.com/c_3/n_19723/
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 もっとも、100万円を超える認容判決自体

はそれ以前にも存在しており、高額判決が

昨年末の判決によって初めて現れたわけで

はない。しかし、それらを含めても、従来

の貞操権侵害事案における賠償水準は数十

万円から100万円台前後に留まることが多

く、本調査で明らかになった被害の実態に

照らせば、なお十分とは言い難い。 

 本調査では、4割を超える被害者が心療内

科等への通院を経験し、多くの被害者が人

間不信やフラッシュバック、希死念慮など

深刻な精神的被害を訴えている。また、リ

プロダクティブライツへの侵害である結婚

や出産の機会の喪失、妊娠・中絶・出産、

仕事への影響、転居や生活基盤の喪失な

ど、その被害は極めて広範かつ長期に及

ぶ。 

 こうした実態を踏まえれば、現在の賠償

水準は被害の深刻さや人生への影響を十分

に反映しているとは言い難い。その上、一

部の高収入の加害者にとっては、民事上の

責任のみでは十分な抑止効果を持たない可

能性もある。実際に、発覚後も独身偽装を

繰り返した事例や、係争中にもかかわらず

新たな交際相手を探していた事例も確認さ

れている。 

 今回の調査で明らかになったような被害

の実態に見合った適切な被害回復と加害抑

止を実現するためにも、独身偽装事案にお

ける賠償水準の引き上げについて検討が行

われるべきである。 

 

③マッチングアプリ事業者による対応 

 今回の調査では、独身偽装の出会いのき

っかけとして最も多かったのは実社会での

出会いであり、独身偽装がマッチングアプ

リ特有の問題ではないことが明らかになっ

た。しかし一方で、全体の4割超がマッチン

グアプリを通じた出会いであり、依然とし

て重要な発生経路の一つとなっている。 

 近年では、成婚したカップルの25％がマ

ッチングアプリをきっかけに出会ったとす

る調査もあり、行政においても少子化対策

の一環としてアプリ事業者との連携が進め

られている。少子化対策として行政がアプ

リ会社と連携する事例もあり、もはやマッ

チングアプリは、社会における重要な「出

会いのインフラ」となりつつあると言え

る。 

 その一方で、独身偽装への対応は事業者

によって大きな差があるのが現状である。

本人確認の方法、違反者への対応、通報制

度、被害発覚後の情報提供等について、よ

り実効性のある対策が求められる。 

 また、独身偽装は事業者単独で解決でき

る問題ではない。行政と事業者が連携し、

本人確認措置の標準化や違反者への対応指

針の整備など、利用者の安全を確保するた

めの仕組みづくりを進める必要がある。 

 マッチングアプリが社会的なインフラと

して定着しつつある現在、独身偽装への適

切な対応は利用者保護の観点からも急務で

ある。 

 

 今回の調査で明らかになった事実から、

弊会は上記３点を提言するものである。 

 最後に、日本においては不貞行為に関す

る第三者への損害賠償請求が認められてい

ることから、独身偽装の被害者は性的自己

決定権を侵害されるだけでなく、自らも知

https://www.ibjapan.jp/match-lab/marriage_rate/
https://www.ibjapan.jp/match-lab/marriage_rate/
https://www.ibjapan.jp/match-lab/marriage_rate/
https://business.nikkei.com/atcl/gen/19/00297/011000158/
https://business.nikkei.com/atcl/gen/19/00297/011000158/
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らないうちに不法行為へ巻き込まれ、加害

者の配偶者から責任を追及されるリスクを

負わされるという特殊な構造を有してい

る。この点は、日本の婚姻制度や不貞行為

に関する法的保護を背景とした特徴的な問

題であり、諸外国と比較しても独身偽装被

害をより深刻なものとしている要因の一つ

である。 

 今回の実態調査によって明らかになった

精神的被害の深刻さ、人間不信やフラッシ

ュバック、自死念慮の高さ、妊娠・出産・

性感染症などの身体的被害、結婚や出産へ

の意欲の喪失、仕事や住居への影響などを

踏まえれば、独身偽装は単なる恋愛上のト

ラブルや男女間のもつれとして片付けられ

る問題ではない。 

 弊会は、今回の調査の結果から、独身偽

装を改めて「性暴力」であると位置付け

る。 

 それは、被害者が「独身である」という

重要な前提を信じて性的同意を与えている

にもかかわらず、その前提が意図的な欺罔

によって覆され、人格権、性的自己決定

権、リプロダクティブライツが侵害される

からである。 

 弊会は、今回の実態調査の結果を踏ま

え、独身偽装に対する刑事法を含む法整備

の検討、民事救済の拡充、事業者による再

発防止策の強化を求めるとともに、被害者

に対する心理的・法的・社会的支援体制の

充実を強く求めるものである。 


